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今日、地方公共団体の資産・負債は極めて肥大化し、また、特別会計や外郭団体

も増加して、従来の官庁会計（現金主義・単式簿記）のみでは、財政全体を総合的

に把握することが困難となっています。 

こうした中、平成１８年６月に施行された「簡素で効率的な政府を実現するため

の行政改革の推進に関する法律」を契機に、地方公共団体の資産・債務改革の一環

として、「新地方公会計制度」が位置付けられ、同年８月には、総務省から「地方

公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」が示され、その中で人口３

万人以上の都市については３年後の公表を目途に「貸借対照表」、「行政コスト計

算書」、「純資産変動計算書」及び「資金収支計算書」の財務書類４表の作成及び

公表に取り組むよう方針が示されました。 

また、平成２６年４月に「今後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書」の

中で統一的な基準を示し、平成２７年１月には同基準のより詳細な内容等を記載し

た「統一的な基準による地方公会計マニュアル」を示した上で、原則として平成２

７年度から平成２９年度までの３年間で統一的な基準による財務書類等を整備する

よう全ての都道府県、市町村等に要請されました。 

本市では、企業会計（発生主義・複式簿記）の考え方を加味した新地方公会計制

度を導入し、平成２０年度決算分から「基準モデル※」による財務書類４表を作成

し公表していますが、今後は平成２９年度までに統一的な基準による財務書類等を

作成し公表する準備を進めています。 

今回は、「基準モデル※」による平成２６年度決算分の財務書類４表を作成しま

したので、その内容を公表します。 

 

※「基準モデル」とは 

財務書類４表の作成に当り、総務省から「基準モデル」と「総務省方式改訂モデ

ル」の２つの方式が示されました。「基準モデル」では、すべての固定資産を公正

価値で評価します。一方、「総務省方式改訂モデル」では、当初は固定資産のうち

売却可能資産のみを評価して、段階的に固定資産情報を整備していきます。本市に

おいては、より精度が高く、企業会計原則を厳格に適用し、国の方針及び国の財務

書類作成基準との整合性に留意した「基準モデル」を採用しました。

１ 新地方公会計制度の概要  
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座間市土地開発公社          高座清掃施設組合  

（公財）座間市スポーツ･文化振興財団   広域大和斎場組合  

                   神奈川県後期高齢者医療広域連合  

 

  

  

⑴ 対象となる会計  

本市では、一般会計の外、国民健康保険事業外３事業の特別会計、公営企業会計で

は水道事業会計、関連する一部事務組合や公益法人といった関連団体の会計を対象に、

財政状態や行政コストを明らかにすることを目的に、「対象会計イメージ図」に示す

ように一般会計、特別会計及び水道事業会計については単体ベースの財務書類を作成

し、さらに一部事務組合等の関連団体を含めた連結ベースの財務書類を作成していま

す。  

対象会計イメージ図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 作成基準日  

  作成基準日は、会計年度末の平成２７年３月３１日とし、平成２７年４月１日

から５月３１日までの出納整理期間中の収支については、作成基準日までに終了

したものとして処理しています。

連結ベース  

 

一般会計              公共下水道事業特別会計  

国民健康保険事業特別会計      介護保険事業特別会計  

後期高齢者医療保険事業特別会計   水道事業会計  

単体ベース  

２ 対象となる会計の範囲及び作成基準日  
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⑴  貸借対照表 

企業会計においては、バランスシートと呼ばれています。地方公共団体がどの

ような資産を保有しているか、その資産がどのような財源で賄われているのかを

示している財務書類です。年度末（３月３１日現在）における財政状態（資産、

負債と純資産）を表しています。 

 

主な区分 

資産 
庁舎、学校、道路、公園等の土地や建物の財産、現在保有する現

金等、将来の資金流入をもたらすもの(債権、未収金など) 

負債 
地方債や職員の退職手当など、地方公共団体から資金流出をもた

らすもので、将来の世代が負担するもの 

純資産 資産と負債の差額で、これまでの世代が負担してきた財産 

 

 

⑵ 行政コスト計算書 

１年間の行政活動のうち、人件費や補助金の給付など資産形成に結びつかない

行政活動に要した費用とその行政活動の直接の対価として得られた使用料、手数

料などの収益を対比させた財務書類です。 

 

主な区分 

経常費用 行政活動に要した費用 

人件費 議員報酬、職員給料、退職給付費用など 

物件費 消耗品費、維持補修費、減価償却費など 

経費 業務費、委託費など 

業務関連費用 公債費(利払分)、借入金支払利息など 

移転支出 補助金、生活保護費等の社会保障関係費など 

経常収益 使用料、手数料、受取利息など 

３ 財務書類４表とは  
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⑶ 純資産変動計算書  

貸借対照表の資産と負債の差額である純資産が１年間にどのような財源や要因

で増減しているかを表している財務書類です。住民の持分である純資産がいくら

増減したか分かります。  

 

主な区分  

財源変動の部 行政コスト計算書に計上されない財源の流入出を表し

ています。 

財源の使途 市税や国、県の補助金などの財源を何に使ったかを表

しています。 

財源の調達 財源をどのような形でいくら調達したかの内訳を表し

ています。 

資 産 形 成 充 当 

財 源 変 動 の 部 

財源を将来の世代が利用可能な固定資産等にどの程度

使ったかを表しています。 

固定資産の変動 学校や道路などの社会資本を取得した額と過去に取得

した社会資本の減価償却費等の差額 

長期金融資産の変動 基金、出資金などの長期金融資産の増減 

 

 

⑷ 資金収支計算書  

１年間の行政活動に伴う現金等の資金の流れを性質の異なる３つの区分に分け

て表している財務書類です。  

 

主な区分  

経常的収支 行政活動を行う上で、毎年度継続的に収入、支出されるもの 

資本的収支 学校や道路などの資産形成や貸付金などの収入、支出 

財務的収支 地方債、借入金などの収入、支出 
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財務書類４表の相互関係は、次のとおりです。  

 

【貸借対照表】            【行政コスト計算書】  

資産  

 

 

 

 

負債  

 

 

 

 

 

①  

 

 

 

 

 

 

②  

 

 

 

経常費用（総行政コスト）  

経常収益  
 

  

 

【純資産変動計算書】  

 

【資金収支計算書】  

前期末残高  期首資金残高  

当期変動額合計  

  
当期資金収支額  

    

                     ③  

 

①貸借対照表の「純資産」と純資産変動計算書の「期末純資産残高」は、一致します。  

②行政コスト計算書と純資産変動計算書の「純経常費用（純行政コスト）」は、一致

します。  

③貸借対照表の「資金」と資金収支計算書の「期末資金残高」は、一致します。

資金  

純資産  

純経常費用 (純行政コスト ) 

期末資金残高  当期末残高  

純経常費用 (純行政コスト ) 

４ 財務書類４表の相互関係  



⑴  貸借対照表　（平成27年3月31日現在）

１．金融資産 9,655 10,777 １．流動負債 5,092 6,538
資金 2,294 3,229 未払金及び未払費用 160 576
金融資産（資金以外） 7,361 7,548 前受金及び前受収益 0 3
債権 2,851 2,903 引当金 393 416
有価証券 1,474 1,665 賞与引当金 393 416
投資等 3,037 2,980 預り金（保管金等） 184 195
出資金 9 9 公債（短期） 3,804 3,852
基金・積立金 2,779 2,923 短期借入金 0 947
その他の投資 248 47 その他の流動負債 550 550

２．非金融資産 275,872 278,296 ２．非流動負債 56,261 55,642
事業用資産 75,813 76,952 公債 42,893 43,023
有形固定資産 75,472 76,611 借入金 0 33
土地 36,635 37,178 責任準備金 0 0
建物 36,303 36,867 引当金 7,527 6,745
その他有形固定資産 2,407 2,438 退職給付引当金 6,546 6,745
建設仮勘定 127 127 その他の引当金 980 0

無形固定資産 211 211 その他の非流動負債 5,841 5,841
棚卸資産 131 131

インフラ資産 200,059 201,344
公共用財産用地 135,384 135,879
公共用財産施設 59,924 60,714 【純資産の部】
その他の公共用財産 2,074 2,074 財源 8,864 8,719
公共用財産建設仮勘定 2,677 2,677 資産形成充当財源 ▲ 9,766 ▲ 9,465

繰延資産 0 0 その他の純資産 225,078 227,638

※　表中の金額は、四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。

289,072

【負債の部】連結

226,893

61,353 62,180負債合計

289,072 負債・純資産合計 285,527

（単位：百万円）

連結単体【資産の部】 単体

資産合計 285,527

純資産合計 224,175

  

 平成２６年度末の座間市の資産総額は、単体ベースで２,８５５億円、連結ベースで２，

８９１億円です。そのうち、これまでの世代が負担してきた財産である純資産は、単体

ベースで２，２４２億円、連結ベースで２，２６９億円になり、負債は、単体ベースで

６１４億円、連結ベースで６２２億円になりました。 

 資産のうち非金融資産は、単体ベースで全体の９７％と大部分を占めており、そのう

ち公園、道路等のインフラ資産が２,００１億円になりました。 

 負債のうち公債残高は、単体ベースで全体の７６％、４６７億円になりました。これ

らは、将来の世代が負担していくことになります。 

 市民１人当たり（単体ベース）では、資産が２２０万円、負債が４７万円、純資産が

１７３万円です。 

貸借対照表から分かること 

５ 座間市の財務書類４表(単体・連結ベース） 
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⑵　行政コスト計算書　（平成26年4月1日～平成27年3月31日）

１．経常業務費用 18,351 19,835
①人件費 7,586 7,995
②物件費 4,800 5,376
③経費 4,570 4,866
④業務関連費用 1,396 1,598

２．移転支出 31,106 38,562
①他会計への移転支出 ▲ 3,892 ▲ 3,892
②補助金等移転支出 4,069 11,490
③社会保障関係費等移転支出 30,881 30,881
④その他の移転支出 48 83

経常費用合計（総行政コスト） 49,457 58,397

１．経常業務収益 4,354 4,554
①業務収益 3,351 3,605
自己収入 3,351 3,576
その他の業務収益 0 29

②業務関連収益 1,003 949
受取利息等 7 8
資産売却益 2 2
その他の業務関連外収益 994 939

※　表中の金額は、四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。

経常収益合計 4,354 4,554

純経常費用（純行政コスト） 45,103 53,843

（単位：百万円）

【経常収益】 単体

連結

連結

【経常費用】 単体

  

 平成２６年度の総行政コストは、単体ベースで４９５億円、連結ベースで５８４億円で、

行政活動の直接の対価として得られた使用料、手数料等の経常収益は、単体べースで４４億

円、連結ベースで４６億円になりました。総行政コストのうち補助金や社会保障関係支出な

どの移転支出が、単体ベースで６３％、３１１億円と大部分を占めています。また、総行政

コストと経常収益の差額の純行政コストは、単体ベースで４５１億円、連結ベースで５３８

億円で、これらを市税や国、県の補助金などの財源で補っています。  

 市民１人当たり（単体ベース）では、総行政コスト３８万円、経常収益が３万円、純行政

コストが３５万円です。 

行政コスト計算書 から分かること 
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⑶　純資産変動計算書　（平成26年4月1日～平成27年3月31日）

１.財源変動の部　ｃ＝b-ａ ▲ 284 ▲ 209

財源の使途計　　a 52,872 61,898

①純経常費用への財源措置 45,103 53,843

②固定資産形成への財源措置 3,550 3,560

③長期金融資産形成への財源措置 1,626 1,820

④その他の財源の使途 2,593 2,676

財源の調達計　　b 52,588 61,689

①税収 20,159 20,159

②社会保険料 5,617 5,863

③移転収入 20,996 29,624

④その他の財源の調達 5,817 6,043

２.資産形成充当財源変動の部　　d ▲ 146 ▲ 150

１.固定資産の変動 ▲ 505 ▲ 614

２.長期金融資産の変動 423 510

３.評価・換算差額等の変動 ▲ 65 ▲ 46

３.その他の純資産変動の部　　ｅ ▲ 4,631 ▲ 4,620

0 4

※　表中の金額は、四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。

当期変動額（増減差額）　　c+d+e ▲ 5,062 ▲ 4,980

当期末残高 224,175

経費負担割合変更に伴う差額

（単位：百万円）

226,893

連結単体

前期末残高 229,236 231,868

 平成２６年度の純資産の前期末残高は、単体ベースで２，２９２億円、連結

ベースで２,３１９億円であり、当期変動額は、単体ベースで５１億円、連結

ベースで５０億円減少し、その結果、当期末残高は、単体ベースで２，２４２億

円、連結ベースで２，２６９億円になりました。 

 財源変動の部では、単体ベースで税収、補助金等で５２６億円の財源を調達し

ましたが、純経常費用への財源措置等で５２９億円を使用したため、その結果、

３億円減少しました。 

 資産形成充当財源変動の部では、単体ベースで長期金融資産が４億円増加しま

したが、固定資産が５億円、評価・換算差額等が１億円減少し、その結果、１億

円減少しました。 
 

純資産変動計算書から分かること 
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⑷　資金収支計算書　（平成26年4月1日～平成27年3月31日）

１．経常的収支 4,102 4,309
経常的支出 46,677 55,612
①経常業務費用支出 15,571 17,050
　人件費支出 8,055 8,427
  物件費支出 2,797 3,405
  経費支出 4,256 4,568
  業務関連費用支出(財務的支出を除く） 463 650
②移転支出 31,106 38,562

経常的収入 50,779 59,921
①租税収入 20,111 20,111
②社会保険料収入 5,513 5,760
③経常業務収益収入 4,120 4,289
④移転収入 21,035 29,761

２．資本的収支 ▲ 2,803 ▲ 3,063
資本的支出 4,086 4,453
①固定資産形成支出 2,393 2,567
②長期金融資産形成支出 1,626 1,820
③その他の資本形成支出 67 67

資本的収入 1,283 1,390
①固定資産売却収入 15 15
②長期金融資産償還収入 459 566
③その他の資本処分収入 808 808

３．財務的収支 ▲ 1,810 ▲ 1,782
財務的支出 5,501 6,611
　①支払利息支出 927 934
　②元本償還支出 4,574 5,677
財務的収入 3,691 4,829
①公債発行収入 3,680 3,766
②借入金収入 0 1,053
③その他の財務的収入 11 11

経費負担割合変更に伴う差額 0 5

※　表中の金額は、四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。

（単位：百万円）

期首資金残高 2,806 3,761

連結単体

期末資金残高 2,294 3,229

基礎的財政収支（プライマリーバランス）＝１＋２ 1,299 1,245

当期資金収支額 ▲ 511 ▲ 536

  平成２６年度の当期資金収支額は、単体ベースで５億円、連結ベースで５億円減少しまし

た。その結果、期末資金残高は、単体ベースで２３億円、連結ベースで３２億円になりまし

た。 

 単体ベースで、資本的収支は２８億円の赤字となりましたが、経常的収支で４１億円の黒

字となったため、これらを合計した基礎的財政収支（プライマリーバランス）は１３億円の

黒字になりました。基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、一般的に黒字の範囲内に

抑えることが望ましいとされています。 財務的収支は、１８億円の赤字になりました。こ

のことは、地方債の残高が減少したことを示しており、将来の世代の負担が減少したことを

示しています。  

資金収支計算書から分かること 

-9-



⑴  貸借対照表（単体ベース）　

１．金融資産 9,655 9,924 ▲ 269 １．流動負債 5,092 5,157 ▲ 65

資金 2,294 2,806 ▲ 512 未払金及び未払費用 160 207 ▲ 47

金融資産（資金以外） 7,361 7,119 242 前受金及び前受収益 0 1 ▲ 1

債権 2,851 3,019 ▲ 168 引当金 393 362 31

有価証券 1,474 1,287 187 賞与引当金 393 362 31

投資等 3,037 2,813 224 預り金（保管金等） 184 170 14

出資金 9 9 0 公債（短期） 3,804 4,030 ▲ 226

基金・積立金 2,779 2,555 224 短期借入金 0 0 0

その他の投資 248 248 0 その他の流動負債 550 387 163

２．非金融資産 275,872 276,529 ▲ 657 ２．非流動負債 56,261 52,060 4,201

事業用資産 75,813 76,006 ▲ 193 公債 42,893 43,017 ▲ 124

有形固定資産 75,472 75,784 ▲ 312 借入金 0 30 ▲ 30

土地 36,635 36,476 159 責任準備金 0 0 0

建物 36,303 37,705 ▲ 1,402 引当金 7,527 8,035 ▲ 508

その他有形固定資産 2,407 1,535 872 退職給付引当金 6,546 7,059 ▲ 513

建設仮勘定 127 69 58 その他の引当金 980 976 4

無形固定資産 211 94 117 その他の非流動負債 5,841 978 4,863

棚卸資産 131 128 3

インフラ資産 200,059 200,523 ▲ 464

公共用財産用地 135,384 134,971 413

公共用財産施設 59,924 61,448 ▲ 1,524 【純資産の部】

その他の公共用財産 2,074 2,106 ▲ 32 財源 8,864 9,384 ▲ 520

公共用財産建設仮勘定 2,677 1,999 678 資産形成充当財源 ▲ 9,766 ▲ 9,661 ▲ 105

繰延資産 0 0 0 その他の純資産 225,078 229,514 ▲ 4,436

※　表中の金額は、四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。

増減額増減額 平成25年度

57,217 4,136負債合計

平成25年度

286,454

（単位：百万円）

平成26年度【資産の部】 平成26年度 【負債の部】

純資産合計 224,175

61,353

資産合計 285,527 負債・純資産合計

▲ 5,061

▲ 927

229,236

286,454▲ 927 285,527

  
 資産は、資金の減少により金融資産は３億円減少し、建物、施設の減価償却等による減少額が、
固定資産への投資を上回ったため、非金融資産は７億円の減少となり、前年度比で９億円減少し
ました。    
 負債は、短期公債の残高は３８億円、長期公債の残高は４２９億円で、長期・短期の公債の期
末残高は４６７億円と引き続き減少基調にありますが、その他の非流動負債が４９億円増加した
ことにより、負債は前年度比で４１億円増加しました。 
 資産から負債を差し引いた純資産は、資産の減少と負債の増加により前年度比で５１億円減少
しました。  

経年比較から分かること 

６ 経年比較(単体ベース） 
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⑵　行政コスト計算書（単体ベース）

１．経常業務費用 18,351 17,837 514
①人件費 7,586 7,638 ▲ 52
②物件費 4,800 4,259 541
③経費 4,570 4,373 197
④業務関連費用 1,396 1,568 ▲ 172

２．移転支出 31,106 34,213 ▲ 3,107
①他会計への移転支出 ▲ 3,892 0 ▲ 3,892
②補助金等移転支出 4,069 3,541 528
③社会保障関係費等移転支出 30,881 30,611 270
④その他の移転支出 48 62 ▲ 14

経常費用合計（総行政コスト） 49,457 52,051 ▲ 2,594

１．経常業務収益 4,354 4,337 17
①業務収益 3,351 3,374 ▲ 23
自己収入 3,351 3,374 ▲ 23
その他の業務収益 0 0 0

②業務関連収益 1,003 963 40
受取利息等 7 11 ▲ 4
資産売却益 2 2 0
その他の業務関連外収益 994 950 44

※　表中の金額は、四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。

経常収益合計 4,354

増減額平成25年度

平成25年度 増減額

4,337

（単位：百万円）

【経常収益】 平成26年度

【経常費用】 平成26年度

▲ 2,611

17

純経常費用（純行政コスト） 45,103 47,714

  
  他会計への移転支出の大幅な減少により移転支出は３１億円減少し、総行政コ
ストは前年度比で２６億円減少しました。 
 総行政コストから経常収益を差し引いた純行政コストは、他会計への移転支出
の大幅な減少により、前年度比で２６億円減少しました。 

経年比較から分かること 
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⑶　純資産変動計算書（単体ベース）

１.財源変動の部　ｃ＝b-ａ ▲ 284 ▲ 303 19

財源の使途計　　a 52,872 55,768 ▲ 2,896

①純経常費用への財源措置 45,103 47,714 ▲ 2,611

②固定資産形成への財源措置 3,550 3,699 ▲ 149

③長期金融資産形成への財源措置 1,626 1,818 ▲ 192

④その他の財源の使途 2,593 2,538 55

財源の調達計　　b 52,588 55,466 ▲ 2,878

①税収 20,159 19,773 386

②社会保険料 5,617 5,619 ▲ 2

③移転収入 20,996 24,632 ▲ 3,636

④その他の財源の調達 5,817 5,440 377

２.資産形成充当財源変動の部　　d ▲ 146 873 ▲ 1,019

１.固定資産の変動 ▲ 505 ▲ 294 ▲ 211

２.長期金融資産の変動 423 1,140 ▲ 717

３.評価・換算差額等の変動 ▲ 65 27 ▲ 92

３.その他の純資産変動の部　　ｅ ▲ 4,631 0 ▲ 4,631

※　表中の金額は、四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。

570

▲ 5,632

▲ 5,061

当期変動額（増減差額）　　c+d+e ▲ 5,062

当期末残高 224,175

570

229,236

平成26年度

（単位：百万円）

前期末残高 229,236

平成25年度

228,666

増減額

  
 財源変動の部においては、財源の使途は、純経常費用への財源措置が２６億円
減少しましたが、財源の調達では、税収及びその他の財源の調達が増加したもの
の移転収入が減少したことにより２９億円の減少となったため、前年度から大き
な変動はなく横ばいとなりました。資産形成充当財源変動の部は、長期金融資産
等の減少により１０億円減少し、その他の純資産変動の部においては４６億円が
減少したため、正味財産である当期末残高は、前年度比で５１億円減少しました。 

経年比較から分かること 
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⑷　資金収支計算書（単体ベース）

１．経常的収支 4,102 5,393 ▲ 1,291
経常的支出 46,677 48,526 ▲ 1,849
①経常業務費用支出 15,571 14,312 1,259
　人件費支出 8,055 7,634 421
  物件費支出 2,797 2,391 406
  経費支出 4,256 3,774 482
  業務関連費用支出(財務的支出を除く） 463 513 ▲ 50
②移転支出 31,106 34,213 ▲ 3,107

経常的収入 50,779 53,918 ▲ 3,139
①租税収入 20,111 19,782 329
②社会保険料収入 5,513 5,430 83
③経常業務収益収入 4,120 4,074 46
④移転収入 21,035 24,632 ▲ 3,597

２．資本的収支 ▲ 2,803 ▲ 4,095 1,292
資本的支出 4,086 4,868 ▲ 782
①固定資産形成支出 2,393 2,986 ▲ 593
②長期金融資産形成支出 1,626 1,818 ▲ 192
③その他の資本形成支出 67 65 2

資本的収入 1,283 773 510
①固定資産売却収入 15 30 ▲ 15
②長期金融資産償還収入 459 126 333
③その他の資本処分収入 808 617 191

３．財務的収支 ▲ 1,810 ▲ 1,868 58
財務的支出 5,501 5,936 ▲ 435
　①支払利息支出 927 1,017 ▲ 90
　②元本償還支出 4,574 4,919 ▲ 345
財務的収入 3,691 4,068 ▲ 377
①公債発行収入 3,680 4,061 ▲ 381
②借入金収入 0 0 0
③その他の財務的収入 11 7 4

※　表中の金額は、四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。

▲ 512

▲ 570

▲ 571

増減額

2

60

2,806

当期資金収支額 ▲ 511

期末資金残高 2,294

基礎的財政収支（プライマリーバランス）＝１＋２ 1,299

（単位：百万円）

平成25年度

3,376

1,297

平成26年度

期首資金残高 2,806

 
 経常的収支は、人件費の増加があったものの移転支出が減少したことにより経常的支出は１
８億円減少しましたが、移転収入が減少したことにより経常的収入が３１億円減少したため、
前年比で１３億円減少しました。 
 資本的収支は、長期金融資産償還収入の増加等により資本的収入が５億円増加し、固定資産
形成支出の減少等により資本的支出が８億円減少したことにより、１３億円増加しました。 
 財務的収支は、市債の発行額以上に借入金の返済が上回ったため、１億円の増加となりまし
た。  
 期末資金残高は、前年度比で５億円減少しました。  

経年比較から分かること 
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⑴ 純資産比率【純資産／資産】 

  資産に占める返済義務のない純資産の割合を示す比率です。 

この指標が高いほど、財政状況が健全であると言えます。 

   

単体ベース ７８.５％（前年度 ８０.０％） 

  連結ベース ７８.５％（前年度 ７９.９％） 

    

⑵ 社会資本形成の世代間比率【純資産／(事業用資産＋インフラ資産) 】  

今まで整備してきた建物や道路などの社会資本を、これまでの世代の負担によってど

れくらい形成されたかを示しています。  

  この指標が高いほど、これまでの世代が社会資本形成を負担してきたことになり、将

来の世代への負担が少なくなると言えます。  

  

単体ベース ８１.３％（前年度 ８２.９％） 

  連結ベース  ８１.５％（前年度 ８３.１％） 

 

⑶ 負債比率【負債／純資産】  

純資産に対する負債の割合を示す比率です。  

  この指標が低いほど財政状況が健全であると言えます。  

 

単体ベース ２７.４％（前年度 ２５.０％） 

  連結ベース  ２７.４％（前年度 ２５.１％）

７ 財務書類の主な指標  
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⑷ 受益者負担率【経常収益の業務収益（使用料、手数料など）／総行政コスト】 

  総行政コストのうち、行政サービスの受益者が直接的に負担する割合を示しています。  

 

単体ベース  ６.８％（前年度 ６.５％） 

  連結ベース   ６.２％（前年度 ６.０％） 

 

⑸ 資産老朽化比率【減価償却累計額／（有形償却資産合計＋減価償却累計額）】  

  非金融資産のうち、減価償却を行う有形の固定資産の取得価格に対する減価償却累計

額の割合を示す比率です。  

耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握するこ

とができます。１００％に近いほど老朽化が進んでいると言えます。  

  ※この比率は、単体ベースで計算しています。  

 

  単体ベース ５１.３％（前年度 ４９ .７％） 

 

⑹ 市民１人当たりでは 

   

資 産  単体ベース ２２０万円（前年度 ２２１万円） 

       連結ベース ２２３万円（前年度 ２２３万円） 

   

負 債  単体ベース ４７万円（前年度 ４４万円）  

       連結ベース ４８万円（前年度 ４５万円）  

   

  純資産  単体ベース １７３万円（前年度 １７６万円）  

       連結ベース １７５万円（前年度 １７９万円）  

   

  純行政コスト 単体ベース ３５万円（前年度 ３７万円）  

         連結ベース ４２万円（前年度 ４３万円）  

 

  ※平成 27 年 3 月 31 日現在の住民基本台帳人口 129,633 人（前年度は平成 26 年 3 月

31 日、129,885 人）で計算しています。 
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【様式第1号】 単位：円

【資産の部】
１．金融資産 9,655,421,746 F=D+E

資金 2,294,155,116 E　　　　　　　CFより

金融資産（資金を除く） 7,361,266,630 D=A+B+C

債権 2,850,833,223 A

税等未収金 2,773,461,888

未収金 412,231,107

貸付金 5,045,000

その他の債権 50,045,945

(控除)貸倒引当金 ▲ 389,950,717

有価証券 1,473,727,203 B

投資等 3,036,706,204 C

出資金 9,380,000

基金・積立金 2,778,995,204

財政調整基金 1,687,039,250

減債基金 0

その他の基金・積立金 1,091,955,954

その他の投資 248,331,000

２．非金融資産 275,871,852,384 M=J+K+L

事業用資産 75,813,264,703 J=G+H+I

有形固定資産 75,472,140,512 G

土地 36,635,053,893

立木竹 0

建物 36,302,597,861

工作物 846,897,606

機械器具 9,805,383

物品 54,405,939

船舶 0

航空機 0

その他の有形固定資産 1,495,924,067

建設仮勘定 127,455,763

無形固定資産 210,585,962 H

地上権 0

著作権・特許権 2,888,520

ソフトウェア 20,790,000

電話加入権 115

その他の無形固定資産 186,907,327

棚卸資産 130,538,229 I

インフラ資産 200,058,587,681 K

公共用財産用地 135,384,082,364

公共用財産施設 59,923,541,614

その他の公共用財産 2,074,459,211

公共用財産建設仮勘定 2,676,504,492

繰延資産 0 L

資産合計 285,527,274,130 N=F+M

【負債の部】
１．流動負債 5,091,594,844 O

未払金及び未払費用 160,377,729

前受金及び前受収益 0

引当金 393,075,942

賞与引当金 393,075,942

預り金（保管金等） 184,134,465

公債（短期） 3,804,384,451

短期借入金 0

その他の流動負債 549,622,257

２．非流動負債 56,261,066,608 P

公債 42,893,493,396

借入金 0

責任準備金 0

引当金 7,526,615,880

退職給付引当金 6,546,474,000

損失補償引当金 980,141,880

その他の引当金 0

その他の非流動負債 5,840,957,332

負債合計 61,352,661,452 Q=O+P

【純資産の部】
財源 8,863,570,979 R

資産形成充当財源（調達源泉別） ▲ 9,766,468,576 S

税収 5,612,128,162

社会保険料 355,651,560

移転収入 1,633,328,586

公債等 1,956,710,760

その他の財源の調達 ▲ 18,041,257,236

評価・換算差額等 ▲ 1,283,030,408

その他の純資産 225,077,510,275 T

開始時未分析残高 229,513,521,666

その他純資産 ▲ 4,436,011,391

純資産合計 224,174,612,678 U=R+S+T

負債・純資産合計 285,527,274,130 V=Q+U

座間市　平成26年度　貸借対照表  [単体会計]

 

８ 資料（財務書類本表）  
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【様式第2号】 単位：円

【経常費用】
１．経常業務費用 18,351,444,525 E=A+B+C+D

①人件費 7,586,202,894 A

議員歳費 111,695,004

職員給料 5,065,345,700

賞与引当金繰入 400,191,942

退職給付費用 9,388,000

その他の人件費 1,999,582,248

②物件費 4,799,782,772 B

消耗品費 490,635,733

維持補修費 1,150,687,061

減価償却費 2,001,479,771

その他の物件費 1,156,980,207

③経費 4,569,584,362 C

業務費 21,796,283

委託費 3,507,110,237

貸倒引当金繰入 351,305,494

その他の経費 689,372,348

④業務関連費用 1,395,874,497 D

公債費（利払分） 906,506,986

借入金支払利息 20,602,155

資産売却損 6,196,385

その他の業務関連費用 462,568,971

２．移転支出 31,105,935,599 F

①他会計への移転支出 ▲ 3,892,038,776

②補助金等移転支出 4,068,749,202

③社会保障関係費等移転支出 30,881,046,226

④その他の移転支出 48,178,947

経常費用合計（総行政コスト） 49,457,380,124 G=E+F

【経常収益】
経常業務収益 4,354,068,362 J=H+Ｉ

①業務収益 3,351,261,811 H

自己収入 3,351,261,811

その他の業務収益 0

②業務関連収益 1,002,806,551 Ｉ

受取利息等 6,978,840

資産売却益 2,200,322

その他の業務関連収益 993,627,389

経常収益合計 4,354,068,362 K=J

純経常費用（純行政コスト） ▲ 45,103,311,762 L=K-G　　　　NWMへ

座間市　平成26年度　行政コスト計算書  [単体会計]
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【様式第3号】 単位：円

Ⅰ．財源変動の部

１．財源の使途 52,872,099,768 Q=M+N+O+P

①純経常費用への財源措置 45,103,311,762 M=-L

②固定資産形成への財源措置 3,549,578,026 N

事業用資産形成への財源措置 1,723,959,092

インフラ資産形成への財源措置 1,825,618,934

③長期金融資産形成への財源措置 1,626,046,237 O

④その他の財源の使途 2,593,163,743 P

直接資本減耗 2,593,163,743

その他財源措置 0

２．財源の調達 52,587,772,103 V=R+S+T+U

①税収 20,158,619,148 R

②社会保険料 5,616,515,485 S

③移転収入 20,995,851,641 T

他会計からの移転収入 ▲ 3,888,582,776

補助金等移転収入 16,844,842,043

国庫支出金 13,125,766,622

都道府県等支出金 3,719,075,421

市町村等支出金 0

その他の移転収入 8,039,592,374

④その他の財源の調達 5,816,785,829 U

固定資産売却収入（元本分） 19,489,740

長期金融資産償還収入（元本分） 1,202,652,575

その他財源調達 4,594,643,514

Ⅱ．資産形成充当財源変動の部

１．固定資産の変動 ▲ 504,711,020 AB=AA-Z

①固定資産の減少 4,647,106,371 Z

減価償却費・直接資本減耗相当額 4,594,643,514

除売却相当額 52,462,857

②固定資産の増加 4,142,395,351 AA

固定資産形成 3,549,578,026

無償所管換等 592,817,325

２．長期金融資産の変動 423,393,662 AC

①長期金融資産の減少 1,202,652,575

②長期金融資産の増加 1,626,046,237

３．評価・換算差額等の変動 ▲ 64,611,796 AF=AE-AD

①評価・換算差額等の減少 101,377,469 AD

再評価損 0

その他評価額等減少 101,377,469

②評価・換算差額等の増加 36,765,673 AE

再評価益 0

その他評価額等増加 36,765,673

Ⅲ．その他の純資産変動の部

１．開始時未分析残高 0

２．その他純資産の変動 ▲ 4,631,292,615 AJ

その他純資産の減少 4,694,768,303

その他純資産の増加 63,475,688

当期純資産変動額 ▲ 5,061,549,434 AN

期首純資産残高 229,236,162,112 AO

期末純資産残高 224,174,612,678 AP=AN+AO　　　BSへ

座間市　平成26年度　純資産変動計算書 [単体会計]
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【様式第4号】 単位：円

【経常的収支区分】
Ⅰ．経常的収支

１．経常的支出 46,676,976,768 C=A+B

①経常業務費用支出 15,571,041,169 A

人件費支出 8,055,322,036

物件費支出 2,797,357,961

経費支出 4,255,792,201

業務関連費用支出（財務的支出を除く） 462,568,971

②移転支出 31,105,935,599 B

他会計への移転支出 ▲ 3,892,038,776

補助金等移転支出 4,068,749,202

社会保障関係費等移転支出 30,881,046,226

その他の移転支出 48,178,947

２．経常的収入 50,778,659,002 H=D+E+F+G

①租税収入 20,110,599,758 D

②社会保険料収入 5,513,041,500 E

③経常業務収益収入 4,119,866,784 F

経常収益収入 3,351,067,123

業務関連収益収入 768,799,661

④移転収入 21,035,150,960 G

他会計からの移転収入 ▲ 3,888,582,776

補助金等移転収入 16,844,842,043

その他の移転収入 8,078,891,693

経常的収支 4,101,682,234 Ｉ=H-C

【資本的収支区分】
Ⅱ．資本的収支

１．資本的支出 4,085,868,718 M=J+K+L

①固定資産形成支出 2,393,028,481 J

②長期金融資産形成支出 1,626,040,237 K

③その他の資本形成支出 66,800,000 L

２．資本的収入 1,283,034,691 Q=N+O+P

①固定資産売却収入 15,382,116 N

②長期金融資産償還収入 459,449,000 O

③その他の資本処分収入 808,203,575 P

資本的収支 ▲ 2,802,834,027 R=Q-M

基礎的財政収支 1,298,848,207 S=I+R

【財務的収支区分】
Ⅲ．財務的収支

１．財務的支出 5,501,262,862 V=T+U

①支払利息支出 927,109,141 T

公債費（利払分）支出 906,506,986

借入金支払利息支出 20,602,155

②元本償還支出 4,574,153,721 U

公債費（元本分）支出 4,030,072,067

公債（短期）元本償還支出 4,030,072,067

公債元本償還支出 0

借入金元本償還支出 10,017,000

短期借入金元本償還支出 0

借入金元本償還支出 10,017,000

その他の元本償還支出 534,064,654

２．財務的収入 3,691,020,048 Z=W+X+Y

①公債発行収入 3,680,467,000 W

公債(短期）発行収入 0

公債発行収入 3,680,467,000

②借入金収入 0 X

短期借入金収入 0

借入金収入 0

③その他の財務的収入 10,553,048 Y

財務的収支 ▲ 1,810,242,814 AA=Z-V

当期資金収支額 ▲ 511,394,607 AB=S+AA

期首資金残高 2,805,549,723 AC

期末資金残高 2,294,155,116 AD=AB+AC　　　BSへ

座間市　平成26年度　資金収支計算書  [単体会計]
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【様式第6号】 単位：円

【資産の部】
１．金融資産 10,776,873,233 F=D+E

資金 3,229,215,867 E　　　　　　　CFより

金融資産（資金を除く） 7,547,657,366 D=A+B+C

債権 2,903,109,390 A

税等未収金 2,773,461,888

未収金 464,293,244

貸付金 5,045,000

その他の債権 50,259,975

(控除)貸倒引当金 ▲ 389,950,717

有価証券 1,664,855,203 B

投資等 2,979,692,773 C

出資金 9,380,000

基金・積立金 2,922,981,773

財政調整基金 1,687,039,250

減債基金 0

その他の基金・積立金 1,235,942,523

その他の投資 47,331,000

２．非金融資産 278,295,567,060 M=J+K+L

事業用資産 76,951,748,032 J=G+H+I

有形固定資産 76,610,623,838 G

土地 37,178,191,870

立木竹 0

建物 36,867,045,101

工作物 872,780,289

機械器具 12,326,635

物品 56,900,113

船舶 0

航空機 0

その他の有形固定資産 1,495,924,067

建設仮勘定 127,455,763

無形固定資産 210,585,965 H

地上権 0

著作権・特許権 2,888,520

ソフトウェア 20,790,000

電話加入権 118

のれん 0

その他の無形固定資産 186,907,327

棚卸資産 130,538,229 I

インフラ資産 201,343,819,028 K

公共用財産用地 135,878,736,362

公共用財産施設 60,714,118,963

その他の公共用財産 2,074,459,211

公共用財産建設仮勘定 2,676,504,492

繰延資産 0 L

資産合計 289,072,440,293 N=F+M

【負債の部】
１．流動負債 6,538,264,190 O

未払金及び未払費用 575,584,317

前受金及び前受収益 3,200,500

引当金 415,902,747

賞与引当金 415,902,747

預り金（保管金等） 194,989,384

公債（短期） 3,852,044,786

短期借入金 946,920,199

その他の流動負債 549,622,257

２．非流動負債 55,641,651,666 P

公債 43,022,747,281

借入金 33,221,681

責任準備金 0

引当金 6,744,725,372

退職給付引当金 6,744,725,372

損失補償引当金 0

その他の引当金 0

負ののれん 0

その他の非流動負債 5,840,957,332

負債合計 62,179,915,856 Q=O+P

【純資産の部】
財源 8,719,095,262 R

資産形成充当財源（調達源泉別） ▲ 9,464,518,971 S

税収 5,612,128,162

社会保険料 355,651,560

移転収入 1,633,328,586

公債等 1,991,946,885

その他の財源の調達 ▲ 17,793,569,820

評価・換算差額等 ▲ 1,264,004,344

少数株主持分 0 T

その他の純資産 227,637,948,149 Ｕ

開始時未分析残高 231,039,854,321

その他純資産 ▲ 3,401,906,172

純資産合計 226,892,524,440 V=R+S+T+U

負債・純資産合計 289,072,440,296 W=Q+V

座間市　平成26年度　連結貸借対照表
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【様式第7号】 単位：円

【経常費用】
１．経常業務費用 19,834,910,199 E=A+B+C+D

①人件費 7,994,695,124 A

議員歳費 112,262,891

職員給料 5,348,698,352

賞与引当金繰入 423,018,747

退職給付費用 45,571,554

その他の人件費 2,065,143,580

②物件費 5,376,065,581 B

消耗品費 527,055,498

維持補修費 1,526,704,941

減価償却費 2,030,825,957

その他の物件費 1,291,479,185

③経費 4,866,461,186 C

業務費 22,180,040

委託費 3,725,498,268

貸倒引当金繰入 351,305,494

その他の経費 767,477,384

④業務関連費用 1,597,688,308 D

公債費（利払分） 906,583,606

借入金支払利息 27,549,862

資産売却損 6,196,385

のれん償却額 0

その他の業務関連費用 657,358,455

２．移転支出 38,562,248,231 F

①他会計への移転支出 ▲ 3,892,038,776

②補助金等移転支出 11,489,756,186

③社会保障関係費等移転支出 30,881,046,226

④その他の移転支出 83,484,595

経常費用合計（総行政コスト） 58,397,158,430 G=E+F

【経常収益】
経常業務収益 4,554,350,716 J=H+Ｉ

①業務収益 3,605,278,376 H

自己収入 3,576,097,486

その他の業務収益 29,180,890

②業務関連収益 949,072,340 Ｉ

受取利息等 7,740,821

資産売却益 2,200,322

負ののれん償却額 0

その他の業務関連収益 939,131,197

経常収益合計 4,554,350,716 K=J

【少数株主利益（または少数株主損失）】 0 Ｌ

純経常費用（純行政コスト） ▲ 53,842,807,714 M=(K-G)-L　　　　NWMへ

座間市　平成26年度　連結行政コスト計算書
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【様式第8号】 単位：円

Ⅰ．財源変動の部

１．財源の使途 61,898,329,499 Q=M+N+O+P

①純経常費用への財源措置 53,842,807,714 M=-L

②固定資産形成への財源措置 3,559,540,482 N

事業用資産形成への財源措置 1,733,921,548

インフラ資産形成への財源措置 1,825,618,934

③長期金融資産形成への財源措置 1,819,747,786 O

④その他の財源の使途 2,676,233,517 P

直接資本減耗 2,676,233,517

その他財源措置 0

２．財源の調達 61,689,082,038 V=R+S+T+U

①税収 20,158,619,148 R

②社会保険料 5,863,205,567 S

③移転収入 29,623,817,884 T

他会計からの移転収入 ▲ 3,888,582,776

補助金等移転収入 25,492,586,571

国庫支出金 13,724,995,421

都道府県等支出金 9,047,722,423

市町村等支出金 2,719,868,727

その他の移転収入 8,019,814,089

④その他の財源の調達 6,043,439,439 U

固定資産売却収入（元本分） 19,489,740

長期金融資産償還収入（元本分） 1,309,652,636

その他財源調達 4,714,297,063

Ⅱ．資産形成充当財源変動の部

１．固定資産の変動 ▲ 614,402,113 AB=AA-Z

①固定資産の減少 4,766,759,920 Z

減価償却費・直接資本減耗相当額 4,707,059,474

除売却相当額 59,700,446

②固定資産の増加 4,152,357,807 AA

固定資産形成 3,559,540,482

無償所管換等 592,817,325

２．長期金融資産の変動 510,095,150 AC

①長期金融資産の減少 1,309,652,636

②長期金融資産の増加 1,819,747,786

３．評価・換算差額等の変動 ▲ 45,585,732 AF=AE-AD

①評価・換算差額等の減少 101,377,469 AD

再評価損 0

その他評価額等減少 101,377,469

②評価・換算差額等の増加 55,791,737 AE

再評価益 19,026,064

その他評価額等増加 36,765,673

Ⅲ．その他の純資産変動の部

１．開始時未分析残高 0

２．その他純資産の変動 ▲ 4,620,394,611 AJ

その他純資産の減少 4,694,768,303

その他純資産の増加 74,373,692

当期純資産変動額 ▲ 4,979,534,767 AN

期首純資産残高 231,868,033,696 AO

経費負担割合変更に伴う差額 4,025,511 AP

期末純資産残高 226,892,524,440 AQ=AN+AO+AP　　　BSへ

座間市　平成26年度　連結純資産変動計算書
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【様式第9号】 単位：円

【経常的収支区分】
Ⅰ．経常的収支

１．経常的支出 55,611,905,037 C=A+B

①経常業務費用支出 17,049,630,394 A

人件費支出 8,426,887,345

物件費支出 3,404,751,946

経費支出 4,567,870,237

業務関連費用支出（財務的支出を除く） 650,120,866

②移転支出 38,562,274,643 B

他会計への移転支出 ▲ 3,892,038,776

補助金等移転支出 11,489,782,598

社会保障関係費等移転支出 30,881,046,226

その他の移転支出 83,484,595

２．経常的収入 59,920,728,265 H=D+E+F+G

①租税収入 20,110,599,758 D

②社会保険料収入 5,759,731,582 E

③経常業務収益収入 4,289,009,114 F

経常収益収入 3,545,698,487

業務関連収益収入 743,310,627

④移転収入 29,761,387,811 G

他会計からの移転収入 ▲ 3,888,582,776

補助金等移転収入 25,590,857,179

その他の移転収入 8,059,113,408

経常的収支 4,308,823,228 Ｉ=H-C

【資本的収支区分】
Ⅱ．資本的収支

１．資本的支出 4,453,374,783 N=J+K+L+M

①固定資産形成支出 2,566,832,997 J

②長期金融資産形成支出 1,819,741,786 K

③連結の範囲の変更を伴う出資・出捐支出 0 L

④その他の資本形成支出 66,800,000 M

２．資本的収入 1,390,034,752 S=O+P+Q+R

①固定資産売却収入 15,382,116 O

②長期金融資産償還収入 566,449,061 P

③連結の範囲の変更を伴う出資・出捐償還収入 0 Q

④その他の資本処分収入 808,203,575 R

資本的収支 ▲ 3,063,340,031 T=S-N

基礎的財政収支 1,245,483,197 U=I+T

【財務的収支区分】
Ⅲ．財務的収支

１．財務的支出 6,611,059,424 X=V+W

①支払利息支出 934,133,468 V

公債費（利払分）支出 907,853,240

借入金支払利息支出 26,280,228

②元本償還支出 5,676,925,956 W

公債費（元本分）支出 4,084,463,388

公債（短期）元本償還支出 4,081,909,436

公債元本償還支出 2,553,952

借入金元本償還支出 1,058,397,914

短期借入金元本償還支出 1,126,020

借入金元本償還支出 1,057,271,894

その他の元本償還支出 534,064,654

２．財務的収入 4,829,386,078 AB=Y+Z+AA

①公債発行収入 3,766,082,200 Y

公債(短期）発行収入 0

公債発行収入 3,766,082,200

②借入金収入 1,052,750,830 Z

短期借入金収入 150,588,932

借入金収入 902,161,898

③その他の財務的収入 10,553,048 AA

財務的収支 ▲ 1,781,673,346 AC=AB-X

当期資金収支額 ▲ 536,190,149 AD=U+AC

期首資金残高 3,760,501,647 AE

経費負担割合変更に伴う差額 4,904,369 AF

期末資金残高 3,229,215,867 AG=AD+AE+AF　　　BSへ

座間市　平成26年度　連結資金収支計算書
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